













Research on transformation of citizen participation 
in the city planning
―Based on the actual situation of citizen activities and 




 The purpose of this research is to clarify the transformation of citizen participation in the city 
planning of Hino City, based on the actual situation of the basic environmental plan that was formulated by 
citizen participation and citizen activities that began in the 1970s. The method to achieve that purpose is 
based on the analysis of the evaluation of the citizens and researchers, the journals published by the citizen 
groups, the basic environmental plan, as well as the analysis of the questionnaires and hearings conducted 
on the citizens, and participant observation of the citizen activity.
 There are four citizen activities that are opportunities to enhance the quality of citizen participation 
in Hino City. Currently, "collaboration" is being promoted. However, in plan formulation, there were changes 
between the first planning and the second planning in (1) the formulation method, (2) the positioning of 
the plan, (3) the promotion system, and (4) the scope of the plan. Initially, it was a the plan formulation 
by citizen participation which had great expectation from the citizens, but with the replacement of 
the participants and such, the interest in citizen planning and citizen participation diminished as the 
participants were not able to perceive any effectiveness.
 While the interest in "citizen participation" is diminishing, and further decline is of concern, the 
administration is enthusiastically promoting "collaboration", targeting citizens. It is necessary to have a place 
of discussion on "citizen participation" again, recognizing the issues in "participation" and "collaboration".
The basic environmental plan had a problem of execution.
 Therefore, this paper considered the two factors of that problem --(1) the discrepancy between 
the citizen perception and the administrative perception of the plan; (2) the relationship between the 
basic environmental plan and the individual environmental plan. Based on these consideration, this paper 
proposed the state of the new basic environmental plan.





















































































ら活動を分析する（3 節）。次に 1990 年代から
盛んとなった市民参加による計画策定に着目し、






































から日野市に移行した 1963 年の人口は 51000 人

















会　名 対応者 立場 年月日
日野消費者運動連絡会 AN氏他 会員 2006/8/26
水と緑の日野・市民ネットワーク TS氏 事務局 2006/9/17
まちづくりフォーラム・ひの HN氏 事務局 2007/1/22
日野市環境市民会議 NK氏 事務局 2007/2/2
環境基本計画推進会議市民Ｇ YN氏 事務局 2016/5/11
まちの生ごみを考える会 IO氏KI氏 代表他 2016/1/14
ひの市民活動団体連絡会 TM氏 事務局 2016/9/15
参加者 アンケート ヒアリング 参加状況 その他の参加計画 活動グループ（２０１４年現在）
A 〇 2016/1/14 全回参加 4次基本構想 まちの生ごみを考える会
B 〇 2016/5/11 全回参加 5次基本構想中間検証 みどりグループ
2007/1/22 市民マス まちづくりフォーラムひの
2014/11/10 緑の基本計画 まちの生ごみを考える会
Ｄ 2007/2/2 １次見直しまで参加 4次基本構想、都市マス 環境市民会議代表（2007年当時）
Ｅ 〇 2016/1/14 １次見直しから参加 都市マス、5次基本構想中間検証 まちの生ごみを考える会
Ｆ 〇 - ２次から参加 2次緑の基本計画 みどりグループ
Ｇ 〇 - ２次から参加 5次基本構想及び中間検証 水の会
Ｈ 〇 - ２次から参加 5次基本構想及び中間検証 水の会
Ｉ 〇 - １次見直しのみ 4次基本構想及び5次中間検証 都市農業研究会
Ｊ 〇 - １次のみ - 南平緑と水のネットワーク
Ｃ ２次まで参加
行政部署 対応者 立場 年月日
環境共生部環境保全課(元) SK氏a 担当 2014/6/6
環境共生部環境保全課(元) SK氏b 担当 2015/11/19






① 日野市環境白書（2002 年度、2008 ～ 2015 年度）レビュー
 白書に掲載されている水や緑保全活動を行う 16 団体の活動の目的、活動内容、活動エリア、会員数、
活動歴、行政との関係などを整理。
② 環境保全活動団体の機関誌・発行物の調査・分析
 ・ 日野の自然を守る会発行『日野の自然』第 1 号～第 524 号
 ・ まちづくりフォーラム・ひの発行『湧水』第 1 号～第 100 号









① 1 次及び 2 次環境基本計画の策定プロセス、推進体制を既存資料、文献を用いて整理・分析（4.1）
② 1 次計画の評価に関する先行研究の整理・分析（4.2）
③ 1 次と 2 次の計画内容について整理・分析（4.3）






a. 1 号から 100 号までの全ての記事内容を確認し、お知らせや案内を除く 795 の記事を 31 のテーマで
分類し、号・発行日・タイトル・執筆者などを整理し、データベース化した。
b. 市民参加・協働、計画策定等に関する 10 テーマの記事数の変化をグラフ化。
c. 記事のデータベースより、環境基本計画に関する 35 の記事を抽出し、再度詳細に読み込み、環境基
本計画の評価に関する意見を抽出、分析した。
② 計画策定に参加した市民へのアンケートやインタビュー（表 4）による分析（5.3）
a. 2 回以上環境基本計画策定に参加した市民をリストアップ。連絡先のわかる協力者 9 名にメールに
てアンケート送付。アンケート内容は他の計画策定や活動状況、環境基本計画策定に参加した目的
など 5 項目。
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2010 策定には 145 名の市民が参加した。最初の
計画策定から凡そ 10 年がたち、それぞれ 2 次計
画策定を迎えたが、参加者は減少し策定方法にも
変化がみられる（表 5）。










97 年 10 月～
99 年 9 月
公募：109 18
全体会 3 回．ナビ会 16 回．
5 分科会延べ 118 回．作業部会 5 回．
二次
09 年 11 月～






98 年 1 月 ～







う。策定委員会（市民・事業者他 10 人．4 回．）開催）
二次
11 年 7 月 ～
11 年 12 月
公募：16 14
6 回（策定委員会 12 年 1 月～ 3 月．市民 5 名．
計画は保留）
基本構想ひの・いいプラン 2010
99 年 6 月 ～





10 年 1 月 ～
11 年 3 月
公募：61 25





























































































































































































た可能性がある。さらに各課職員参加の WT 体制も計画推進に活かされたか疑問である。 




































































1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
計/環境 計/基本構想 計/都市マス 計/緑








































い。計画策定は見直しや改定が 5 年～10 年ごとに行われるため、その度ごとに記事数は増
えるが、2005 年前後をピークに記事は全体的に減少していく。（図 4）。  
（2）環境基本計画への期待と化
表 6 『湧水』記事内容 
記事内容 記事数
環境基本計画 35 多摩平団地再生 30
基本構想・計画 29 仲田の森公園 16
都市マス 13 都市計画・景観 4






緑地 61 政治・議会 8
農地 26 まちづくりフォーラム運営 16
公園 7 まち歩き報告 9
ごみ 21 人物紹介 29













































1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
計/環境 計/基本構想 計/都市マス 計/緑








































い。計画策定は見直しや改定が 5 年～10 年ごとに行われるため、その度ごとに記事数は増
えるが、2005 年前後をピークに記事は全体的に減少していく。（図 4）。  
 
（2）環境基本計画への期待と変化 
表 6  
記事内容 記事数
環境基本計画 35 多摩平団地再生 30
基本構想・計画 29 仲田の森公園 16
都市マス 13 都市計画・景観 4






緑地 61 政治・議会 8
農地 26 まちづくりフォーラム運営 16
公園 7 まち歩き報告 9
ごみ 21 人物紹介 29









































































































































































は 22 名、2 次計画までは 7 名、2 次計画の中間
検証まで参加した市民は 3 名しかいない。2 次計
画参加者は 43 名なので 1 次計画策定時のことを


































る契機となった 4 つ活動があり、現在は ｢協働｣
が推進されている（3 節）。しかし計画策定では、



































































ンバーの退会が続いたことなどもあり活動は徐々に低調となり 2014 年に休止に至った。 
5.2 計画策定への参加市民の意識 
第１次環境基本計画策定には 109 名の市民が参加したが、その
内 5 年後の見直しに参加した市民は 22 名、2 次計画までは 7 名、
2 次計画の中間検証まで参加した市民は 3 名しかいない。2 次計画
































があり、第 1 次計画から第 2 次計画において変化




















































































4） 第 3 次基本構想対案として、市民約 80 人が福祉、
環境、農業、教育などを対象とした総合的マスター
プランを作成した。トヨタ財団の 1992 年度市民




























































16）  2017 年 1 月現在、センター長 1 名（大学名誉教


















19）  継続した市民はみどりの基本計画策定の “ みどり
と水の市民塾 ”37 名のうち環境基本計画に関わっ
たメンバーは 8 名。その後の第 4 次基本構想は










学会論文集，第 81 巻 第 725 号 pp1531-1536，























































①地域資源などを “ 残して活かす ”、②モノ・サー
ビス・人材などを “ つないで新たに生み出す ”、











































日野の自然を守る会『日野の自然』第 1 号（1972 年






年 12 月）～第 100 号（2014 年 3 月）
日野市，1999「日野市環境基本計画」
日野市，2011「第 2 次日野市環境基本計画」
日野市，2016「第 2 次日野市環境基本計画中間検証
報告書」
日野市環境情報センター，「日野市環境白書」2011
年度～ 2015 年度
